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１. 令和5年度の認定状況と認定企業数の推移
中部地方整備局

【令和５年度におけるBCP認定制度の主な改定点と認定状況】

 認定対象とする工事種別を全工種に拡充、BCP認定を総合評価落札方式の評価対象（インセンティブの導入）とした
ことを受けて、新規認定企業数が93社に増加

 継続申請の受付開始初年度であり、令和2年度認定企業196社のうち、183社に対して継続認定

 令和5年度3月末時点の認定企業数は338社

認定企業数の推移

令和5年度の継続認定状況

認定企業数の推移

• 令和5年度3月末時点では、338社に対して認定
をしている。

• 認定企業は3年毎に認定更新のために継続申請が必要である。
• 令和2年度の認定企業196社のうち、183社（約93％）から継続申請があ

り、全社が継続認定された。

1
令和2年度認定企業
（継続申請対象企業）

令和５年度
継続認定企業

196社 183社

令和5年度の継続認定状況

【凡例】

令和５年度継続認定企業数

継続未申請の企業数

令和2年度認定企業数

継続申請対象企業のうち
約93％から継続申請

令和5年度の新規認定状況

•近年、新規認定企業は減少傾向であった。
•令和5年度は認定対象とする工事種別の拡充、総合評価落札方式の評価対象
（インセンティブの導入）とした効果により、新規認定企業が93社に増加した。

令和5年度3月末時点では、
338社に対して認定

令和5年度は新規
認定企業が増加

単年度ごとの新規認定状況

※1：単年度あたりの認定企業数の合計から、継続未申請の企業
を除いた数

13社

※1

未申請１３社内訳

５社 新規認定済み

８社 新規申請予定



現状の総括（BCP認定制度全体）現状の総括（令和５年度新規認定企業）

２. 新規申請における現状の総括と実効性向上に関する取組
中部地方整備局

新たに拡充した工事種別の割合を見ると、一般土木A、鋼橋上部工事の大手企業の割合が大半を占めている。
➡取組①：BCP策定事例（サンプル）の作成により、人的資源が限られる中小企業等を支援

災害時に実働主体として期待される地域企業の認定率が上昇している。
➡取組②：地域ごとで認定率にばらつきがあるので、地域を絞った普及啓発の実施

取組①BCP策定事例（サンプル）の作成 取組②普及啓発の強化

• 人的資源が限られる中小企業等の支援
を目的とする、BCP策定事例（サンプル）
を作成・公表

BCPの策定におけるポイント・留意点
等を事例を用いて丁寧に説明

• 地域ごとの認定状況
を整理し、各地域の
建設業協会に普及啓
発を行い、地域企業
の認定率を上げる。

建設業協会別の認定率（例：静岡県）

認定率が5県の平均値
（13.1%）未満の地域

【凡例】
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新規認定企業の保有する
主な工事種別

⼀般⼟⽊B
4.3%

⼀般⼟⽊C
41.9%

アスファルト舗装A
1.1%

維持修繕
4.3%

⼀般⼟⽊A
19.4%

鋼橋上部⼯事
16.1%

造園⼯事A
2.2%

塗装⼯事
2.2%

機械設備⼯事
1.1%

通信設備⼯事
7.5%

※認定率：直近3年間の中部地整発注工事の受注業者
のうち、BCP認定企業数の割合

※2 R5の母数はR4と同様とする。（年度途中のため）

• 新たに拡充した工事種
別 のうち、一般土木A、
鋼橋 上部工事の割合
が高い。

一般土木A、鋼橋上部工事
35.4％

＝ 73.0％
新たに拡充した工事種別

48.5％

• 一般土木工事BCの資
格を有する企業は、災
害時に実働主体として
期待される地域企業で
あるため、更なる認定
企業数の増加を図る。

工事種別ごとの認定率



３. 継続申請における現状の総括と実効性向上に関する取組
中部地方整備局

現状の総括
継続申請の審査の結果、BCP策定後に計画の見直しが十分に実施出来ていない企業が多くみられる。

→各企業において、認定期間内にPDCAを行い、より実効性が高い計画に見直すことが重要

➡取組③：BCP訓練事例集の充実化

取組③BCP訓練事例集の充実化

3BCP訓練事例集のイメージ（一部抜粋）

計画改善の支援として、企業の訓練等実施に伴う計画の見直し事例の充実を図った。
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評価部会・委員会         

   評価部会（7 月、9 月、1 月）・委員会（2 月）        

【取組②普及啓発の強化】 

・新規申請企業、全認定企業の傾向分析 

・効果的な普及啓発方法の検討 

【取組③BCP 訓練事例集の充実化】 

・訓練に関するヒアリング 

・BCP 訓練事例集の追加作成 

【確実な継続申請】 

・インセンティブの導入検討 

【申請手続きの簡素化・効率化】 

・電子申請に関する検討 

・各種イベントでの普及啓発 

・パンフレット（改定版）の配布 

・BCP 認定状況 
・BCP 認定制度の実効性向上の取組 
・ガイドライン等の改定 

【ガイドライン等の見直し】 

・申請書の適合状況等の整理、改善点の分析 

・継続申請時の認定基準に関する各社の BCP の検証 

・既存資料やシステムの活用による BCP 作成 

【ガイドライン等の見直し】 

・申請書の適合状況の整理 

・継続申請時の認定基準に 

関する各社 BCP の検証 

・ガイドライン等の改定 

【継続申請時の評価基準】 

・継続申請時の評価基準に関する検討 

・訓練実施の緩和措置に関する検討 

・BCP 認定状況の分析 
・普及啓発に関する取組 
・実効性向上の取組 

【確実な継続申請】 

・インセンティブ制度の導入検討 

【取組①BCP 策定事例（サンプル）の作

成】 

【ガイドライン等の見直し】 

・BCP の認定基準の向上に関する検討 

・ガイドライン等の改定 

【普及啓発】 

・認定率の低い地域における建設業協会等を中心とした普及啓発の実施 

【継続申請時の認定基準】 

・BCP の認定基準の向上に関

するガイドライン等の改定 

【継続申請を推進するための取組】 

・認定期間満了・継続申請のお知らせ通知 

【訓練による実効性向上】 

・多様な訓練事例集の充実化 

・各社の訓練実施結果をもとに BCP の見直しへの活用方法等を紹介 

・BCP 認定状況 
・BCP 認定制度の実効性向上の取組 
・ガイドライン等の改定 

【BCP の新規策定企業の支援】 

・人的資源が限られる中小企業等の BCP 策定を支援 

４. 今後の取組方針（案）
中部地方整備局
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【今後の取組方針（案）】
方針①：3年毎の継続申請の区切り（次回：令和8年度）を捉えて、BCPの認定基準の向上等に関する検討を実施
方針②：認定率の低い地域などターゲットを絞った効果的な普及啓発の実施
方針③：新たにBCPを策定する企業やBCP訓練実施後の見直しが十分でない企業等を支援する取組を強化

方針②

方針③

「認定基準の向上」
や「認定企業の優
良な取組の評価」
など、BCP認定企
業の底上げを図り、
地域の建設企業の
事業継続力を段階
的に向上する取組
みを推進

令和9年度

（2027年度）

8期目以降

方針①


